
第６号様式（第３５条関係）

87,833,320,274 86,628,300,236 1,205,020,038

8,057,416,338 8,986,747,687 △ 929,331,349

建 設 仮 勘 定 40,642,500 0 40,642,500

前 払 金 9,839,108 9,394,227 444,881

999,150,000

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

災 害 対 策 引 当 特 定 資 産 999,150,000

95,615,047,923 275,688,689

資 産 の 部

95,890,736,612

691,144,964

1,420,099

4,490,171

64,730,791,642 △ 199,947,329

21,897,508,594

平成22年3月31日

貸    借    対    照    表

学校法人  神 戸 学 院

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減科 目

（単位   円）

△ 670,106

△ 2,279,624

857,743,960

0

50,000,000

122,600

△ 500,000,000

14,608,609

△ 1,628,687,017

△ 17,388,565

800,000

△ 89,300,000

0

△ 1,000,000,000

37,582,145

0

26,048,803

30,586,154

△ 49,612,300

7,527,655

△ 172,018,631

△ 136,740,030

11,479,495

96,230,818

1,500,000,000

293,010,521

35,076,325

27,468,902

231,974,076

7,000,000

984,155,485

250,000,000

400,000,000

150,000,000

6,250,000,000

6,994,724,988

22,183,317,317

32,632,624,747

2,667,183,071

1,880,053,251

121,236,724

5,244,252,516

28,258,276

3,662,727,733

8,322,560

500,000,000

891,405,154

25,978,652

4,520,471,693

14,254,600

4,704,597,644

14,608,609

短 期 貸 付 金

修 学 旅 行 積 立 金 引 当 特 定 資 産

資 産 の 部 合 計

64,530,844,313

22,133,705,017

32,640,152,402

2,495,164,440

1,743,313,221

132,716,219

5,340,483,334

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

現 金 預 金

未 収 入 金

施 設 充 実 引 当 特 定 資 産

同 窓 会 等 預 り 資 産

流 動 資 産

教 育 改 革 推 進 引 当 特 定 資 産

起 業 家 育 成 引 当 特 定 資 産

教育研究環境整備引当特定資産

第 ３ 号 基 本 金 引 当 資 産

電 話 加 入 権

有 価 証 券

長 期 貸 付 金

敷 金

出 資 金

定 期 預 金

そ の 他 の ソ フ ト ウ ェ ア

固 定 資 産

建 物

構 築 物

教 育 研 究 用 機 器 備 品

有 形 固 定 資 産

土 地

そ の 他 の 機 器 備 品

立 替 金 6,151,530 4,295,977

493,443,079

図 書

車 輌

施 設 利 用 権

そ の 他 の 固 定 資 産

借 地 権

7,652,454

23,302,475,961

342,640,000

3,499,300,000

993,443,079

249,362,641

6,200,000

3,588,600,000

14,132,000

0

4,667,180 2,124,016 2,543,164

342,640,000

1,404,967,367

0

4,700,549,296 4,048,348

1,855,553

2,049,700,000

8,623,412,005

250,000,000

400,000,000

100,000,000

4,200,300,000

853,823,009
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11,759,869,305 12,351,419,614 △ 591,550,309

3,590,074,717 3,620,216,744 △ 30,142,027

83,301,538,642 81,882,770,407 1,418,768,235

500,000,000 1,500,000,000 △ 1,000,000,000

4,704,597,644 4,700,549,296 4,048,348

972,000,000 972,000,000 0

前 年 度 末 増 減科 目

8,937,343,696 9,411,908,138 △ 474,564,442翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計 △ 8,937,343,696 △ 9,411,908,138 474,564,442

第 ３ 号 基 本 金

基 本 金 の 部 合 計

消 費 収 支 差 額 の 部

89,055,319,703

第 ４ 号 基 本 金

422,816,58389,478,136,286

本 年 度 末

固 定 負 債

基 本 金 の 部

科 目

退 職 給 与 引 当 金

長 期 借 入 金

預 り 金

同 窓 会 等 預 り 金

第 ２ 号 基 本 金

未 払 金

前 受 金

負 債 の 部 合 計

第 １ 号 基 本 金

3,530,382,151

583,493,255

891,405,154

修 学 旅 行 預 り 金

流 動 負 債

短 期 借 入 金

本 年 度 末

853,823,009

560,715,879

35,076,325 30,586,154

567,868,000

138,693,011

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

△ 567,464,0007,905,546,0007,338,082,000

△ 61,668,454

22,777,376

196,000

前 年 度 末

4,490,171

増 減

2,322,353,700

3,592,050,605

37,582,145

科 目

15,971,636,358 △ 621,692,336

負 債 の 部

15,349,944,022

△ 10,302,374

△ 47,303,2002,275,050,500

568,064,000

128,390,637

負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部合計 95,890,736,612 95,615,047,923 275,688,689

科 目 本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
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注記 

 

1. 重要な会計方針 

(1) 引当金の計上基準 

徴収不能引当金 

未収入金・貸付金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上することとしている。 

退職給与引当金 

退職金の支給に備えるため、（財）私立大学退職金財団加入者については、期末要支給額 5,490,775,100 円の

100％を基にして、同財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を加減した金額を、（財）

兵庫県私立学校教職員退職金財団加入者については、期末要支給額 352,736,860 円から同退職金財団よりの

交付金相当額を控除した金額の100％を計上している。 

役員退職金の支給に備えるため、期末要支給額の100％を計上している。 

 

(2) その他の重要な会計方針 

有価証券の評価基準及び評価方法 

移動平均法に基づく原価法である。 

外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準 

外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長期金銭債権債務に

ついては、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。 

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

預り金その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。 

教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法 

教育研究活動に付随する活動に係る収入と支出は総額で表示している。 

 

2. 重要な会計方針の変更等 

リース取引に関する会計処理 

「リース取引に関する会計処理について（通知）」（20 高私参第 2 号）の発出に伴い、当会計年度から当該通知によっ

ている。なお、この変更による計算書類に与える影響はない。 

ソフトウェアに関する会計処理 

「ソフトウェアに関する会計処理について（通知）」（20高私参第3号）の発出に伴い、当会計年度から当該通知によっ

ている。なお、この変更により、従来と同一の方法によった場合と比較してソフトウェアが 14,608,609 円及び基本金組

入額が16,598,665円増加し、当年度消費収入超過額が1,990,056円減少している。 

 

3. 減価償却額の累計額の合計額               26,162,235,618 円 

 

4. 徴収不能引当金の合計額                          0 円 

 

5. 担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。 

 土  地                          14,250,547,380 円 

 建  物                          13,530,323,875 円 

 

6. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額   7,782,421,004 円 
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7. その他財政及び経営の状況を正確に判断するための必要な事項 

(1) 有価証券の時価情報                                                  (単位 円) 

当年度（平成２１年３月３１日） 
 

貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 1,083,363,215 1,130,923,216 47,560,001 

（うち満期保有目的の債券） （1,078,355,000） （1,088,870,200） （10,515,200） 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 9,676,182,467 8,352,374,096 △1,323,808,371 

（うち満期保有目的の債券）(注) （9,601,263,236） （8,277,454,865） （△1,323,808,371） 

合計 10,759,545,682 9,483,297,312 △1,276,248,370 

（うち満期保有目的の債券） （10,679,618,236） （9,366,325,065） （△1,313,293,171） 

（注） 政府保証債、国債、地方債および償還特約型為替連動債である。 

                                                 

(2) 主な外貨建資産・負債                                                 （単位 円） 

科目 外貨建 貸借対照表計上額 
年度末日の為替相場に

よる円換算額 
換算差額 

現金預金（定期預金） 米ドル（8,400,000） 781,536,000 781,536,000 0 

 

(3) 関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 

属  性 役 員 名 取引の内容 

理 事 長 溝 口 史 郎 借入金の連帯保証 

理  事 岡 田 芳 男 借入金の連帯保証 

理  事 武 仲 哲 彰 借入金の連帯保証 

理  事 伊 藤  茂 借入金の連帯保証 

理  事 福 森 義 信 借入金の連帯保証 

理  事 佐 藤 伸 明 借入金の連帯保証 

理  事 塩 出 省 吾 借入金の連帯保証 

理  事 古 川  宏 借入金の連帯保証 

（注）当法人の日本私立学校振興・共済事業団からの一般施設費借入金7,777,700,000円に対して、当法人理事長及び理

事が連帯保証人になっている。なお、保証料の支払いは行っていない。 

 

属  性 役 員 名 取引の内容 

理 事 長 溝 口 史 郎 借入金の連帯保証 

理  事 八 田 康 弘 借入金の連帯保証 

（注）当法人の日本私立学校振興・共済事業団からの災害復旧費借入金 126,500,000 円に対して、当法人理事長及び理

事が連帯保証人になっている。なお、保証料の支払いは行っていない。 

 

(4) その他 

外郭団体（同窓会および教育後援会）からの預り資産について、資産の部「その他の固定資産（同窓会等預り資

産）」と負債の部「固定負債（同窓会等預り金）」として同額を計上している。 
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